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独立行政法人住宅金融支援機構 平成 26 年度年度計画 

 

独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）は、独立行政法人通則法（平成

11 年法律第 103 号）第 31 条第１項の規定に基づき、国土交通大臣及び財務大臣の認可を

受けた平成24年４月１日から平成29年３月31日までの期間における機構の中期目標を達

成するための計画に基づいた平成26年４月１日から平成27年３月31日までの期間におけ

る業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を以下のとおり定める。 

 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 １．証券化支援業務等の推進 

 （１）証券化支援業務 

① 長期・固定金利住宅ローンの安定的供給支援 

    ア 住宅ローン債権の買取り又は特定債務保証（独立行政法人住宅金融支援機構

法（平成 17 年法律第 82 号）第 13 条第１項第２号に規定する特定債務保証を

いう。以下同じ。）に関し、適合証明機関を適切にモニタリングする等、技術

基準に基づく適切な適合証明業務の実施を確保する。 

      また、フラット３５やフラット３５Ｓについては、引き続き、金融機関、住

宅関連事業者、適合証明機関等への協力依頼及び各種媒体を通じた総合的な広

報活動を行う。 

      さらに、国の省エネ基準改正等に対応したフラット３５Ｓの技術基準解説等

について、施工マニュアル及びパンフレットを活用し、説明会の開催等による

中小工務店等への技術支援を行うとともに、ホームページを活用して周知を行

う。 

イ 住宅ローン利用者等が長期優良住宅制度、住宅性能表示制度等を利用した場

合における工事審査の合理化について、機構ホームページ、適合証明機関の窓

口でのパンフレットやチラシの配布により周知を図る。 

  また、適合証明機関向け研修において、当該合理化について、適合証明の申

請者に対する周知を行うよう依頼する。 

ウ 適切な融資審査の実行及び職業、性別、地域等による画一的融資選別の防止

を図るため、証券化支援業務への金融機関の参入に当たり、協定書を締結する

とともに、金融機関ごとに融資条件の把握や融資審査のモニタリングを行う。

その結果、当該協定書や事務処理マニュアルの規定に違反する場合は、是正の

ために必要な措置を講ずるよう求める。 

    エ 消費者がフラット３５の可否の見込みをできるだけ早期に知ることができる
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ように、事前審査システムの利用金融機関の増加及び事前審査システムに係る

金融機関の利便性の向上を図ることにより、事前審査システムの活用を推進す

る。 

    オ 機構が金融機関から住宅ローン債権の買取りの申請を受けた日から仮承認の

決定をするまでの標準処理期間を３日とし、その期間内に案件の８割以上を処

理する。 

    カ 特定債務保証に係る証券化支援業務（保証型）については、民間金融機関等

の市場関係者のニーズを把握するよう努めるとともに、ニーズが顕在化した場

合には適宜適切に対応する。 

   ② 自主的な取組としての商品の見直し 

一般の金融機関による相対的に低利な長期・固定金利の住宅ローンの安定的な

供給を支援するため及び優良な住宅ストックの形成に資するよう、証券化支援業

務の経営状況を勘案しつつ、機構の経費相当額の金利の引下げを含めた商品の見

直し等を具体的に進める。 

③ 安定的かつ効率的な資金調達 

    ア 住宅ローン債権の買取りに必要な資金を最も安定的、かつ、効率的に調達す

るよう、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成 25 年 12 月 24 日閣

議決定）」（以下「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」という。）を踏

まえ、投資家に対する丁寧な広報活動を実施すること及び投資家の需要を十分

に把握した上でＭＢＳ発行額の平準化等による柔軟な起債運営を行うことに

より、効率的かつ安定的な資金調達に努めるとともに、ＭＢＳ市場において、

投資判断等のベンチマークとしての役割を果たす。 

また、ＭＢＳ市場に参入する投資家の範囲を維持・拡大するため、ホームペ

ージ及び情報ベンダーを通じ、ＭＢＳの裏付けとなる住宅ローン債権に関する

融資種別等の属性分析の更新情報等を定期的に情報提供するなど、投資家のニ

ーズを踏まえた情報の充実を図る。加えて、投資家の認知度及び理解度の向上

を図るために、投資家を個別に訪問し、丁寧な広報活動を重ねるとともに、更

なる情報の充実を検討する。 

あわせて、市場環境や市場関係者からの意見・ニーズを踏まえながら、ＭＢ

Ｓの発行の多様化について検討を行う。 

イ ＭＢＳ発行に要する引受手数料率は、ＭＢＳ発行の安定性及び効率的資金調

達に配慮しつつ、証券市場における最低水準を維持する。 

   ④ 経費率 

     証券化支援業務に係る経費率（事務関係費、債券発行関係費等の年度合計額の

買い取った住宅ローン等の年間平均買取債権等残高に対する割合をいう。）につ

いて、中期目標期間の平均を 0.20％以下とすることを目指して取り組む。 

   ⑤ 調査研究 
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     証券化支援業務の円滑な実施やその対象となる住宅ローンの商品性の向上を図

るため、フラット３５利用者調査、住宅ローンに関する顧客アンケート調査、民

間住宅ローン調査等の調査研究を行い、業務運営の基礎資料を得るとともに、住

宅・金融市場に関するデータを収集する。 

     また、米国を中心に海外の住宅ローン市場や商品に関する情報収集を行う。 

（２）住宅融資保険業務 

  ① 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22 年 12 月７日閣議決

定）」（以下「事務・事業の見直しの基本方針」という。）を踏まえて、次に掲げ

る業務を実施する。 

   ア 証券化支援業務と連動して実施する必要のある事業等（フラット３５及び災

害復興住宅融資（東日本大震災分）に係るつなぎ融資・パッケージ融資、リバ

ースモーゲージ型融資、子会社の保証会社を持たない中小金融機関等が実施す

る融資に対する付保）に係る住宅融資保険業務は、民間による代替が可能とな

るまでの措置として行う。 

     なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を

行う。 

   イ 高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成 23 年法

律第 32 号）（以下「高齢者住まい法」という。）を踏まえ、サービス付き高齢

者向け住宅の入居一時金についての民間金融機関のリバースモーゲージを付

保対象とする住宅融資保険業務を実施する。 

  ② 保険金の支払等 

   ア 機構が保険金の支払の請求を受けた日から保険金を支払うまで（保険金を支

払わない場合は、その決定をするまで）の標準処理期間を 25 日とし、その期

間内に案件の８割以上を処理する。 

   イ 保険金を支払った保険事故に係る債権については、金融機関からの各債権別

の回収状況報告に基づき、借入者の分割弁済等の具体的な交渉を実施させる等

の対応方針を策定の上、金融機関と連携しながら積極的な回収に取り組む。（そ

の際の目安として、保険金支払年度の翌年度末までの回収実績率の年度ごとの

平均値について第１順位債権 50％、第１順位以外債権 20％を達成するよう努

める。） 

   ウ 融資保険料率の計量モデルによるモニタリング等を通じ、実績反映型保険料

の的確な運営並びに付保割合等に応じた付保の基準及び保険料率の設定に努

め、保険契約者である金融機関のモラルハザードの防止や住宅融資保険勘定に

おける中長期的な収支の均衡を確保する。 

（３）団体信用生命保険等業務 

  ① 証券化支援業務や住宅資金融通業務の対象となる住宅ローンの借入者が死亡し

た場合等に相続人等に弁済の負担を負わせることのないよう、団体信用生命保険
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等の活用により住宅ローンに係る債務を充当・弁済する業務を行う。 

  ② 長期・固定金利の住宅ローンに対応した安定的な制度を構築・維持するため、

必要に応じ、住宅ローン利用者が利用しやすい制度となるよう、商品性の見直し

等を行う。 

 

２．住宅資金融通業務等の実施 

（１）事務・事業の見直しの基本方針を踏まえた事業の見直し等 

民業補完の趣旨及び事務・事業の見直しの基本方針を踏まえ、一般の金融機関で

は融資を行うことが困難で、かつ、政策的に重要度の高い次に掲げる業務を実施す

る。 

① 災害発生時における災害復興住宅融資の実施に当たっては、災害の規模や住宅

への被害状況などについて迅速な情報収集により確認し、必要に応じて相談窓口

を設置するとともに、記者発表やホームページによりその旨を速やかに周知する。 

  また、災害復興住宅融資が円滑に実施されるよう、工事審査等を行う地方公共

団体等及び融資手続を行う金融機関と適切に連携する。 

  さらに、災害の防止・軽減に資する住宅の建設等に必要な資金の融資が円滑に

実施されるよう、ホームページ等を活用した周知を行う。 

   ② 高齢者住まい法を踏まえサービス付き高齢者向け住宅として登録された賃貸住

宅への融資業務及び高齢者住宅の改良等に必要な資金の融資業務を実施する。 

   ③ 賃貸住宅融資業務について、省エネ性能の高い住宅の供給に関連する賃貸住宅

への融資業務に限り、民間による代替が可能となるまでの措置として行う。 

     なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を行

う。 

   ④ 都市居住の再生・改善を図るための、合理的土地利用建築物の建設等に必要な

資金の融資業務及びマンションの共用部分の改良に必要な資金の融資業務につ

いては、権利調整が難しく、事業が長期化するマンション建替え事業等（市街地

再開発事業・防災街区整備事業、マンション建替え・リフォーム事業、重点密集

市街地等における建替え事業）について中小事業者が実施するものに限り、民間

による代替が可能となるまでの措置として行う。 

     なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を行

う。 

   ⑤ 勤労者の計画的な財産形成を促進するための、勤労者財産形成促進法（昭和 46

年法律第 92 号）の規定による財形住宅に係る融資業務を実施する。 

（２）業務の実施 

   ① 合理的土地利用建築物の建設等に必要な資金の融資等を通じて、国及び地方公

共団体が行う良好な居住環境を整備するためのまちづくりその他の必要な施策

に協力する。さらに、省エネ住宅の普及の促進等の住宅政策上の課題に対応する。 
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     また、業務に必要な資金を効率的に調達して業務を実施する。 

     なお、緊急性の高い災害復興に係る融資以外は、財政融資資金に依存しないこ

ととする。 

   ② 災害復興、災害予防等に係る融資以外の業務については、次の融資の区分に応

じ、それぞれ機構が融資の申込みを受けた日からその決定をするまでの標準処理

期間を設定し、その期間内に案件の８割以上を処理する。 

ア マンション共用部分改良融資 12 日 

イ 省エネ賃貸住宅及びサービス付き高齢者向け賃貸住宅融資 45 日 

ウ 高齢者住宅改良融資 12 日 

エ 財形住宅融資 12 日 

 （３）経費率 

    直接融資業務（既往債権管理勘定の既融資を除く。）に係る経費率（事務関係費、

債券発行関係費等の年度合計額の融資した住宅ローンの年間平均貸出債権残高に

対する割合をいう。）について、中期目標期間の平均を 0.40％以下とすることを目

指して取り組む。 

  

３．東日本大震災への的確な対応 

東日本大震災への対応については、国及び地方公共団体との緊密な連携のもと、住

宅金融の側面から被災者への支援を行う。 

（１）被災して住宅を取得等する方への対応 

災害復興住宅融資、災害復興宅地融資等の業務について、被災地への出張相談や

お客さまコールセンターにおける返済シミュレーションサービスを積極的に実施

する等、面談及び電話相談業務の取組を強化し、また、審査業務・融資業務など、

被災者支援の業務実施態勢を関係機関との緊密な連携のもとで機動的に構築し、組

織を挙げて適切に実施する。 

特に、防災集団移転促進事業等に関する取組を支援するため、引き続き東北復興

支援室を中心として、地方公共団体等との連携を強化する。 

また、顧客のニーズ等を踏まえ、事務手続や商品性の改善を進める。 

 （２）返済中の被災者への対応 

    被災者の状況に応じた返済方法の変更について、電話や面談による相談業務や、

返済方法変更の審査業務など、被災者支援の業務実施態勢を関係機関との緊密な連

携のもとで機動的に構築し、適切に実施する。 

    また、返済相談においては、借入者の状況に応じて、災害特例等のみならず、「個

人債務者の私的整理に関するガイドライン」（平成 23 年６月 17 日に開催された二

重債務問題に関する関係閣僚会合でとりまとめられた二重債務問題への対応方針

を踏まえ、個人債務者の私的整理に関するガイドライン研究会により策定された個

人債務者の私的整理に関するガイドラインをいう。）等の概要を説明するとともに、
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手続に従い、適切な措置を講ずる。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １．組織運営の効率化 

   住宅融資保険業務及び住宅資金貸付業務のうち事務・事業の見直しの基本方針にお

いて廃止することとされた業務に係る組織の合理化を進める。 

   支店については、独立行政法人改革等に関する基本的な方針を踏まえ、平成 28 年度

末までに北関東支店及び南九州支店を他支店と統合するための準備を進める。 

 

 ２．一般管理費等の低減 

 （１）一般管理費（人件費、公租公課及び特殊要因を除く。）については、業務運営全体

の効率化を図ることにより、中期目標の達成に向け削減する。 

 （２）事務関係費については、民間機関における取組の状況を踏まえ、その縮減を徹底

する。 

   ① 業務の効率化を図るため、住宅ローン債権のうち全額繰上償還を行ったものに 

ついて、管理回収業務を債権回収会社に委託する。 

   ② 事務手続の外部機関への委託を行い、業務の効率化及び体制の合理化を推進す 

る。 

 

 ３．業務・システム最適化 

 （１）業務・システム最適化計画（平成 19 年度策定）について、これを着実に実施する

とともに、更なる効率化・合理化に向けた措置を講じた見直しを行う。 

（２）システム調達について、引き続き競争性の高い調達方式の採用等を行うとともに、

最適化計画の趣旨を踏まえ策定する情報体系整備のための計画に基づき、システム

コスト削減、システム調達における透明性の確保及び業務運営の合理化を実現する。 

 （３）内部人材のレベルアップを図るため、ＩＴリテラシー向上に資する外部の専門的

知見を有する者を活用して、職場内研修（ＯＪＴ）等を実施する。 

 

 ４．入札及び契約の適正化 

 （１）契約監視委員会における審議等を踏まえて策定した随意契約等見直し計画（平成

22 年６月策定）に基づき、入札及び契約の適正化を着実に実施する。 

 （２）随意契約の基準をホームページ上で公表する。また、国の基準も参照しつつ、一

定額以上の契約についてもホームページ上で公表する。 

 

 ５．適切な内部統制の実施 

内部統制基本方針に基づき適切な内部統制を実施するとともに、平成 25 年度に判

明した不適切な事務処理事案を踏まえ、内部統制の更なる高度化を図ることとし、実
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施状況の点検を四半期ごとの年度計画についての点検とあわせて行う。また、その結

果を踏まえ業務運営等の改善を図るとともに、必要に応じガバナンス向上の観点から

内部統制基本方針の見直しを行うなど、ガバナンス体制の充実を図る。 

独立行政法人改革等に関する基本的な方針を踏まえ、中立的立場の外部有識者によ

り構成される第三者委員会を設置し、事業運営の妥当性を審議するとともに、その概

要を開示する。 

コンプライアンスに係る取組については、外部有識者の意見を踏まえ、理事長を委

員長とするコンプライアンス委員会において、毎年度の実践計画であるコンプライア

ンスプログラムを策定し、実施していく。 

昨年度に引き続き、コンプライアンスプログラムには、職員不祥事再発防止のため

の具体的な取組事項を盛り込み、組織を挙げて再発防止に取り組む。 

また、四半期ごとに取組状況を点検し、コンプライアンス委員会に報告するととも

に、職員のコンプライアンス意識の浸透状況を検証し、適宜、取組方策について必要

な見直しを行う。 

また、「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府の方針を踏まえ、適切な情報

セキュリティ対策を推進する。 

 

６．積極的な情報公開 

業務運営の透明性を確保するため、説明責任の向上を図る見地から、機構の業務等

を紹介する日本語版及び英語版のディスクロージャー誌並びにホームページの内容に

ついて、勘定ごとの財務内容の解説等の充実を図ること等により、住宅ローン利用者

を含めた国民に対して業務の内容や財務諸表等の経営状況に関する情報の公開を積極

的に推進する。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １．収支改善 

 （１）既往債権管理勘定以外の勘定（財団法人公庫住宅融資保証協会から承継した業務

に係る経理を除く。）については、証券化支援業務等の商品の見直し、業務運営の

効率化の推進等により、全体として、繰越欠損金が発生しない損益を維持する。 

    また、損益状況等については、ホームページ及びディスクロージャー誌を通じて、

機構の財務諸表、リスク管理債権等に関する情報を随時公開する。 

 （２）既往債権管理勘定については、借入者の個別状況を踏まえつつ、返済相談等を通

じて新規延滞発生の抑制を図り、また、長期延滞債権については、担保不動産の任

意売却を進める等、債権管理・回収を的確に行うこと等により、繰越欠損金を着実

に削減する。 

    また、損失の状況、処理方法等については、ホームページ及びディスクロージャ

ー誌を通じて、機構の財務諸表、リスク管理債権等に関する情報を随時公開する。 
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 ２．リスク管理の徹底等 

 （１）機構の各種リスクを的確に管理するために、機構内に設置するリスク管理委員会

等において、住宅ローン等の事業の特性を踏まえて、各リスクの管理を行う。また、

各リスクを統合的に管理するために、網羅的なリスクの洗い出し、モニタリング指

標の設定、各リスクの管理態勢計画の策定等を行うとともに、これに基づくモニタ

リングを行い、認識された課題に適切に対応する。 

 （２）信用リスクに適切に対応するため、将来のデフォルト発生を極力抑制するよう与

信審査の厳格化を図るとともに、不適正申込みの未然防止を徹底するよう金融機関

に対して適切な融資審査の実施について働きかけを行う。また、融資先のデフォル

ト率、住宅ローン債権の回収率等のモニタリング及び信用リスク計量化手法の高度

化を図りつつ、将来の損失発生見通し、必要な信用リスクプレミアムの水準等を計

測することにより、必要に応じ、買取型の証券化支援業務に係る提示金利又は保証

型の証券化支援業務に係る特定住宅融資保険料等の料率の見直しを行う。 

（３）金利リスク及び流動性リスクについては、証券化、多様な年限の一般担保債券（以

下「ＳＢ」という。）の組み合わせによる発行等により、適切に対応する。また、

ＳＢの満期償還に伴う再調達や余剰資金の再運用と新規の資金調達を一体的に管

理すること等により、ＡＬＭの高度化を図る。 

       既往債権管理勘定にあっては、財政融資資金の償還を着実に行うため、将来にお

いて生じる資産と負債のギャップについて、必要に応じてＳＢ等による資金の再調

達を行うとともに、資金の有効活用のための方策を検討・実施する。 

 （４）住宅ローン債権の回収業務の委託先に対しては、財務状況、社会的信用、業務遂

行能力等について適切な審査を行う。また、委託先の経営状況のモニタリングを行

い、万一委託先が破綻した場合には、当該委託先が行っていた業務の引受けが円滑

に行われるよう譲渡先の選定、移管手順等の事務処理スキームの整備等を行う。 

 （５）個人向けの住宅ローン債権については、返済相談等を通じ延滞債権の新規の発生

を抑制するとともに、延滞債権の処理を進める。 

       返済が困難になった借入者に対しては、平成 25 年３月 31 日を以て適用期限終了

となった中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律

（平成 21 年法律第 96 号）（以下「金融円滑化法」という。）の趣旨を踏まえ、引

き続き積極的にきめ細やかな返済相談を行い、返済条件の変更に的確かつ柔軟に対

応する。 

       また、長期延滞債権については、担保不動産の任意売却等により、その削減に重

点的に取り組む。 

（６）事業者向け債権については、延滞債権、貸出条件緩和債権並びに正常償還中の大

口貸出先債権及び過去延滞債権について、借入者の財務内容を把握する。また、満

３か月以上の延滞債権について、個別債権ごとに進捗管理を行う。 
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   返済が困難になった借入者に対しては、金融円滑化法の趣旨を踏まえ、引き続き

積極的にきめ細やかな返済相談を行い、返済条件の変更に的確かつ柔軟に対応する。 

   また、長期延滞債権については、担保不動産の任意売却等により、その削減に重

点的に取り組む。 

（７）既往債権管理業務については、平成 23年度末のリスク管理債権の残高額について、

新規の不良債権発生額を抑制しつつ不良債権の処理を促進し、中期目標期間の最終

年度までに 10％以上削減することを目指して取り組む。 

（８）証券化支援業務については、適切な融資審査及び的確な債権管理を行い、中期目

標期間の最終年度における買取債権残高額に対するリスク管理債権の残高額の比

率を 3.6％以内に抑制することを目指して取り組む。 

（９）賃貸住宅融資業務については、適切な融資審査及び的確な債権管理を実施し、中

期目標期間の最終年度における証書貸付残高額に対するリスク管理債権の残高額

の比率を 3.6％以内に抑制することを目指して取り組む。 

（10）独立行政法人福祉医療機構及び沖縄振興開発金融公庫の住宅ローン債権について

は、債務の保証を適切に実施し、保証債務履行により発生する求償権については、

物件の任意売却、競売等の回収手段により着実に実施する。 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

   別表１のとおり 

（２）収支計画 

   別表２のとおり 

（３）資金計画 

   別表３のとおり 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度額 

15,000 億円 

 （２）想定される理由 

   ① 予見し難い事由による一時的な資金の不足に対応するための短期借入金 

② 機構が行う業務の円滑な実施に資するための短期借入金 

③ 既往債権管理勘定に係る資金の不足に対応するための短期借入金 

 

Ⅳ－２ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の

処分に関する計画 

    該当なし 
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Ⅴ Ⅳ－２に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 

該当なし 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生したときは、業務の充実、広報活動の充実、職員の研修機

会の充実等に充てる。 

   

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画 

   該当なし 

 

 ２．人事に関する計画 

 （１）中期目標に設定している数値目標を達成するため、業務運営の効率化により計画

的に人員の抑制を図る。 

 （２）人件費（退職手当及び社会保険料を除く。）については、政府における総人件費削

減の取組を踏まえ、厳しく見直す。 

 （３）給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給

与の在り方について厳しく検証した上で、平成 28 年度までに地域・学歴を勘案し

た対国家公務員指数を国家公務員と同程度としていくことを目指して計画的に取

り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

 （４）リスク管理、証券、ＩＴ等、高度な専門性が求められる分野について、必要に応

じ、外部人材を活用することによる専門性のノウハウの蓄積や、専門研修の実施、

民間金融機関への研修派遣等により職員の専門性の向上を図る。 

 

３．機構法第 18 条第１項に規定する積立金の使途 

機構法第 18 条第１項の規定に基づき主務大臣の承認を受けた積立金は、同法第 13

条第１項第 10 号に規定する団体信用生命保険等業務の運営の使途に充てる。 

 

 ４．宿舎に関する事項 

「国家公務員宿舎の削減計画」（平成 23 年 12 月１日国家公務員宿舎の削減のあり

方についての検討会）を勘案し、借上宿舎を含めた宿舎戸数について、第三期中期目

標期間中に 40％程度の削減を実現するため、平成 24 年度に策定した宿舎見直し計画

を踏まえ、必要な取組を行う。 



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 937,318             資金支出

国庫補助金 23,028              経常収益 928,918             業務活動による支出 3,477,636           

政府出資金 4,489               資金運用収益 752,639             買取債権の取得による支出 2,256,600           

財政融資資金借入金 228,000             保険引受収益 79,296              貸付けによる支出 402,191             

民間借入金 113,100             役務取引等収益 861                 人件費支出 10,046              

住宅金融支援機構債券 2,215,317           補助金等収益 91,706              その他業務支出 160,811             

住宅金融支援機構財形住宅債券 56,060              その他業務収益 51                  その他支出 647,987             

住宅金融支援機構住宅宅地債券 16,286              その他経常収益 4,366               投資活動による支出 22,699              

買取債権回収金 1,086,369           特別利益 8,400               財務活動による支出 3,772,447           

貸付回収金 2,308,595           その他特別利益 8,400               民間長期借入金の返済による支出 90,900              

業務収入 832,322             費用の部 795,936             債券の償還による支出 1,491,935           

その他収入 184,508             経常費用 795,936             財政融資資金借入金の返済による支出 2,188,741           

7,068,073           資金調達費用 571,328             リース債務の支払いによる支出 871                 

支　出 保険引受費用 100,708             他勘定長期借入金の返済による支出 -                   

業務経費 156,902             役務取引等費用 29,927              次年度への繰越金 1,101,556           

証券化支援業務関係経費 31,684              その他業務費用 11,283              資金収入

住宅融資保険業務関係経費 5,822               営業経費 31,260              業務活動による収入 4,331,107 

財形住宅資金貸付業務関係経費 807                 その他経常費用 51,430              買取債権の回収による収入 1,086,369           

住宅資金貸付等業務関係経費 101,560             純利益 141,382             貸付金の回収による収入 2,308,595           

既往債権管理業務関係経費 17,029              前中期目標期間繰越積立金取崩額 19,509              買取債権利息収入 235,986             

買取債権 2,256,600           総利益 160,890             貸付金利息収入 507,171             

貸付金 402,191             その他業務収入 103,724             

借入金等償還 3,771,576           国庫補助金収入 23,028              

支払利息 647,987             その他収入 66,234              

一般管理費 3,623               投資活動による収入 103,715             

人件費 10,046              財務活動による収入 2,626,231           

その他支出 30,877              民間長期借入金の借入れによる収入 113,100             

7,279,802           債券の発行による収入 2,280,642           

財政融資資金借入金の借入れによる収入 228,000             

政府出資金収入 4,489               

他勘定長期借入金の借入れによる収入 -                   

前年度よりの繰越金 1,313,286           

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【法人単位】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額7,962百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 325,859             資金支出

国庫補助金 23,028              経常収益 321,765             業務活動による支出 2,545,171           

政府出資金 4,489               資金運用収益 244,218             買取債権の取得による支出 2,256,600           

財政融資資金借入金 -                   保険引受収益 1,070               貸付けによる支出 -                   

民間借入金 28,000              役務取引等収益 22                  人件費支出 4,895               

住宅金融支援機構債券 2,111,285           補助金等収益 75,574              その他業務支出 29,266              

住宅金融支援機構財形住宅債券 -                   その他業務収益 51                  その他支出 254,409             

住宅金融支援機構住宅宅地債券 9,918               その他経常収益 830                 投資活動による支出 12,203              

買取債権回収金 1,086,369           特別利益 4,093               財務活動による支出 1,263,973           

貸付回収金 -                   その他特別利益 4,093               民間長期借入金の返済による支出 -                   

業務収入 237,707             費用の部 270,918             債券の償還による支出 948,160             

その他収入 324,380             経常費用 270,918             財政融資資金借入金の返済による支出 -                   

3,825,176           資金調達費用 197,975             リース債務の支払いによる支出 871                 

支　出 保険引受費用 1,905               他勘定長期借入金の返済による支出 314,943             

業務経費 32,462              役務取引等費用 18,470              次年度への繰越金 508,032             

証券化支援業務関係経費 32,462              その他業務費用 11,486              資金収入

住宅融資保険業務関係経費 -                   営業経費 13,354              業務活動による収入 1,407,658 

財形住宅資金貸付業務関係経費 -                   その他経常費用 27,729              買取債権の回収による収入 1,086,369           

住宅資金貸付等業務関係経費 -                   純利益 54,941              貸付金の回収による収入 -                   

既往債権管理業務関係経費 -                   前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                   買取債権利息収入 236,242             

買取債権 2,256,600           総利益 54,941              貸付金利息収入 -                   

貸付金 -                   その他業務収入 1,465               

借入金等償還 948,160             国庫補助金収入 23,028              

支払利息 254,409             その他収入 60,554              

一般管理費 1,723               投資活動による収入 63,826              

人件費 4,895               財務活動による収入 2,347,130           

その他支出 329,658             民間長期借入金の借入れによる収入 28,000              

3,827,908           債券の発行による収入 2,114,641           

財政融資資金借入金の借入れによる収入 -                   

政府出資金収入 4,489               

他勘定長期借入金の借入れによる収入 200,000             

前年度よりの繰越金 510,764             

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【証券化支援勘定】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額3,880百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 8,263               資金支出

国庫補助金 -                   経常収益 8,013               業務活動による支出 6,456               

政府出資金 -                   資金運用収益 2,549               買取債権の取得による支出 -                   

財政融資資金借入金 -                   保険引受収益 5,416               貸付けによる支出 -                   

民間借入金 -                   役務取引等収益 -                   人件費支出 300                 

住宅金融支援機構債券 -                   補助金等収益 -                   その他業務支出 6,156               

住宅金融支援機構財形住宅債券 -                   その他業務収益 -                   その他支出 -                   

住宅金融支援機構住宅宅地債券 -                   その他経常収益 47                  投資活動による支出 550                 

買取債権回収金 -                   特別利益 251                 財務活動による支出 -                   

貸付回収金 -                   その他特別利益 251                 民間長期借入金の返済による支出 -                   

業務収入 2,943               費用の部 6,804               債券の償還による支出 -                   

その他収入 4,995               経常費用 6,804               財政融資資金借入金の返済による支出 -                   

7,938               資金調達費用 -                   リース債務の支払いによる支出 -                   

支　出 保険引受費用 5,626               他勘定長期借入金の返済による支出 -                   

業務経費 5,822               役務取引等費用 8                   次年度への繰越金 5,220               

証券化支援業務関係経費 -                   その他業務費用 -                   資金収入

住宅融資保険業務関係経費 5,822               営業経費 1,170               業務活動による収入 5,588 

財形住宅資金貸付業務関係経費 -                   その他経常費用 -                   買取債権の回収による収入 -                   

住宅資金貸付等業務関係経費 -                   純利益 1,460               貸付金の回収による収入 -                   

既往債権管理業務関係経費 -                   前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                   買取債権利息収入 -                   

買取債権 -                   総利益 1,460               貸付金利息収入 -                   

貸付金 -                   その他業務収入 2,943               

借入金等償還 -                   国庫補助金収入 -                   

支払利息 -                   その他収入 2,645               

一般管理費 233                 投資活動による収入 2,350               

人件費 300                 財務活動による収入 -                   

その他支出 650                 民間長期借入金の借入れによる収入 -                   

7,006               債券の発行による収入 -                   

財政融資資金借入金の借入れによる収入 -                   

政府出資金収入 -                   

他勘定長期借入金の借入れによる収入 -                   

前年度よりの繰越金 4,287               

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【住宅融資保険勘定】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額237百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 6,911               資金支出

国庫補助金 -                   経常収益 6,630               業務活動による支出 7,740               

政府出資金 -                   資金運用収益 6,379               買取債権の取得による支出 -                   

財政融資資金借入金 -                   保険引受収益 -                   貸付けによる支出 2,191               

民間借入金 85,100              役務取引等収益 8                   人件費支出 336                 

住宅金融支援機構債券 -                   補助金等収益 114                 その他業務支出 1,079               

住宅金融支援機構財形住宅債券 56,060              その他業務収益 -                   その他支出 4,134               

住宅金融支援機構住宅宅地債券 -                   その他経常収益 128                 投資活動による支出 -                   

買取債権回収金 -                   特別利益 281                 財務活動による支出 172,100             

貸付回収金 73,223              その他特別利益 281                 民間長期借入金の返済による支出 90,900              

業務収入 6,491               費用の部 5,627               債券の償還による支出 81,200              

その他収入 140                 経常費用 5,627               財政融資資金借入金の返済による支出 -                   

221,014             資金調達費用 4,289               リース債務の支払いによる支出 -                   

支　出 保険引受費用 -                   他勘定長期借入金の返済による支出 -                   

業務経費 807                 役務取引等費用 207                 次年度への繰越金 50,116              

証券化支援業務関係経費 -                   その他業務費用 10                  資金収入

住宅融資保険業務関係経費 -                   営業経費 905                 業務活動による収入 79,740 

財形住宅資金貸付業務関係経費 807                 その他経常費用 216                 買取債権の回収による収入 -                   

住宅資金貸付等業務関係経費 -                   純利益 1,284               貸付金の回収による収入 73,223              

既往債権管理業務関係経費 -                   前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                   買取債権利息収入 -                   

買取債権 -                   総利益 1,284               貸付金利息収入 6,477               

貸付金 2,191               その他業務収入 16                  

借入金等償還 172,100             国庫補助金収入 -                   

支払利息 4,134               その他収入 24                  

一般管理費 170                 投資活動による収入 114                 

人件費 336                 財務活動による収入 141,149             

その他支出 113                 民間長期借入金の借入れによる収入 85,100              

179,850             債券の発行による収入 56,049              

財政融資資金借入金の借入れによる収入 -                   

政府出資金収入 -                   

他勘定長期借入金の借入れによる収入 -                   

前年度よりの繰越金 8,953               

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【財形住宅資金貸付勘定】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額266百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 207,056             資金支出

国庫補助金 -                   経常収益 205,331             業務活動による支出 617,185             

政府出資金 -                   資金運用収益 33,461              買取債権の取得による支出 -                   

財政融資資金借入金 228,000             保険引受収益 155,222             貸付けによる支出 400,001             

民間借入金 -                   役務取引等収益 737                 人件費支出 2,063               

住宅金融支援機構債券 104,032             補助金等収益 13,007              その他業務支出 189,823             

住宅金融支援機構財形住宅債券 -                   その他業務収益 -                   その他支出 25,298              

住宅金融支援機構住宅宅地債券 6,368               その他経常収益 2,905               投資活動による支出 9,947               

買取債権回収金 -                   特別利益 1,725               財務活動による支出 68,824              

貸付回収金 182,636             その他特別利益 1,725               民間長期借入金の返済による支出 -                   

業務収入 192,558             費用の部 216,127             債券の償還による支出 41,553              

その他収入 44,968              経常費用 216,127             財政融資資金借入金の返済による支出 27,271              

758,562             資金調達費用 25,182              リース債務の支払いによる支出 -                   

支　出 保険引受費用 176,411             他勘定長期借入金の返済による支出 -                   

業務経費 184,664             役務取引等費用 3,206               次年度への繰越金 319,748             

証券化支援業務関係経費 -                   その他業務費用 463                 資金収入

住宅融資保険業務関係経費 -                   営業経費 7,765               業務活動による収入 395,355 

財形住宅資金貸付業務関係経費 -                   その他経常費用 3,099               買取債権の回収による収入 -                   

住宅資金貸付等業務関係経費 184,664             純損失 9,070               貸付金の回収による収入 182,636             

既往債権管理業務関係経費 -                   前中期目標期間繰越積立金取崩額 19,509              買取債権利息収入 -                   

買取債権 -                   総利益 10,439              貸付金利息収入 24,938              

貸付金 400,001             その他業務収入 182,177             

借入金等償還 68,824              国庫補助金収入 -                   

支払利息 25,298              その他収入 5,604               

一般管理費 980                 投資活動による収入 24,807              

人件費 2,063               財務活動による収入 337,951             

その他支出 14,575              民間長期借入金の借入れによる収入 -                   

696,404             債券の発行による収入 109,951             

財政融資資金借入金の借入れによる収入 228,000             

政府出資金収入 -                   

他勘定長期借入金の借入れによる収入 -                   

前年度よりの繰越金 257,589             

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【住宅資金貸付等勘定】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額1,635百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。



別表１　予算 別表２　収支計画 別表３　資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収　入 収益の部 480,965             資金支出

国庫補助金 -                   経常収益 478,915             業務活動による支出 392,210             

政府出資金 -                   資金運用収益 473,394             買取債権の取得による支出 -                   

財政融資資金借入金 -                   保険引受収益 -                   貸付けによる支出 -                   

民間借入金 -                   役務取引等収益 93                  人件費支出 2,452               

住宅金融支援機構債券 -                   補助金等収益 3,010               その他業務支出 19,071              

住宅金融支援機構財形住宅債券 -                   その他業務収益 -                   その他支出 370,687             

住宅金融支援機構住宅宅地債券 -                   その他経常収益 2,418               投資活動による支出 200,000             

買取債権回収金 -                   特別利益 2,050               財務活動による支出 2,582,492           

貸付回収金 2,052,735           その他特別利益 2,050               民間長期借入金の返済による支出 -                   

業務収入 477,207             費用の部 388,199             債券の償還による支出 421,022             

その他収入 331,508             経常費用 388,199             財政融資資金借入金の返済による支出 2,161,470           

2,861,450           資金調達費用 350,424             リース債務の支払いによる支出 -                   

支　出 保険引受費用 -                   他勘定長期借入金の返済による支出 -                   

業務経費 17,029              役務取引等費用 8,036               次年度への繰越金 218,441             

証券化支援業務関係経費 -                   その他業務費用 -                   資金収入

住宅融資保険業務関係経費 -                   営業経費 8,818               業務活動による収入 2,533,891 

財形住宅資金貸付業務関係経費 -                   その他経常費用 20,921              買取債権の回収による収入 -                   

住宅資金貸付等業務関係経費 -                   純利益 92,767              貸付金の回収による収入 2,052,735           

既往債権管理業務関係経費 17,029              前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                   買取債権利息収入 -                   

買取債権 -                   総利益 92,767              貸付金利息収入 476,278             

貸付金 -                   その他業務収入 928                 

借入金等償還 2,582,492           国庫補助金収入 -                   

支払利息 370,687             その他収入 3,948               

一般管理費 1,220               投資活動による収入 327,560             

人件費 2,452               財務活動による収入 -                   

その他支出 200,822             民間長期借入金の借入れによる収入 -                   

3,174,703           債券の発行による収入 -                   

財政融資資金借入金の借入れによる収入 -                   

政府出資金収入 -                   

他勘定長期借入金の借入れによる収入 -                   

前年度よりの繰越金 531,693             

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

年度計画の予算等（平成26年度）【既往債権管理勘定】

区　　　分 区　　　分 区　　　分

計

計

【人件費の見積り】

　期間中総額1,943百万円を支出する。
　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しな
　　いことがある。

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがあ
　　る。


